
第２期伊賀・山城南・東大和定住自立圏共生ビジョン事業計画・実績表

【連携事業】計画及び実績等

政策№ （1） 公共交通

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

計

画

山添村

○ ○

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N

① 施策名 地域公共交通対策

特記事項

整備計画どおり、奈良市附近を経由地とするルートと

なれば、圏域に影響が及ぶため、国の動向を見定め、

適切な時期に伊賀市を通じた情報共有や連携を図りな

がら、要望を行う必要がある。

事業№

部会名 交通部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

2111 事業名 鉄道網整備促進

連携

市町村

伊賀市 笠置町

事

業

名

伊賀市 鉄道網整備促進事業

笠置町 整備促進事業

南山城村 ー

山添村 ー

【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

担当課 交通政策課 商工観光課 総務財政課 総務課

事業の

成果目標

新たな交通手段の確保、地域の活性化が期待できるリ

ニア中央新幹線について、圏域内で理解を深める。

事業概要

PLAN

大阪延伸が見込まれるリニア中央新幹線に係る情報を

共有し、開業を見据えた地域全体の方向性を探りま

す。

【連携事業】

①リニア中央新幹線に係る情報共有及び要望活動

○ ○

・笠置町、南山城村はリニア中央新幹線建設促進三重県期成同盟会への参画がないため、伊賀市を通じて情報提供や連携が必要。

①リニア中央新幹線に係る

情報共有及び要望活動

・リニア中央新幹線に係る

概略ルートや停車駅等につ

いて情報共有し、関係機関

等に要望活動を行う。

政策名

南山城村

ー ー

笠置町 0 ー ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 13,942 16,761 ー ー ー

R4年度 R5年度

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

県同盟会を通じ、ＪＲ東

海、国土交通省、県選出衆

参両議員へ郵送による要望

活動実施、三重奈良大阪建

設促進会議開催

　３月11日・12日大阪駅

で実施した「三重県まる見

えファスタ」において、県

同盟会による啓発の実施

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 0 ー ー

評価

ＣＨＥＣＫ
Ａ

山添村 0 ー ー ー ー

課題

（改善点）

ACTION

整備計画どおり、奈良市附

近を経由地とするルートと

なれば、圏域に影響が及ぶ

ため、国の動向を見定め、

適切な時期に伊賀市を通じ

た情報共有や連携を図りな

がら、要望を行う必要があ

る。

改善すべ

き点 　　　　　―

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

要望活動や事業を行うこと

により、地域間の意識の醸

成及び情報共有を図ること

ができた。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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第２期伊賀・山城南・東大和定住自立圏共生ビジョン事業計画・実績表

【連携事業】計画及び実績等

特記事項

山添村

○ ○

部会名 交通部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策名

②駅舎等の再生利活用

　地域との連携による駅舎

利活用の検討

　月ヶ瀬口駅の再生利活用

に係る検討

②駅舎等の再生利活用

　地域との連携による駅舎

利活用の検討

　月ヶ瀬口駅の再生利活用

に係る施設整備の実施

①整備促進団体の運営を通

じた利用促進、整備促進の

ための各種施策実施

・定住自立共生圏内での連

携した利用促進施策の検討

・JRへの要望活動・意見

交換会の実施

・沿線ウォークイベント等

を開催する。

①整備促進団体の運営を通じ

た利用促進、整備促進のため

の各種施策実施

・定住自立共生圏内での連携

した利用促進施策の検討

・JRへの要望活動・意見交換

会の実施

・国への要望活動の実施

・沿線ウォークイベント等を

開催する。

共通の目標に向け、それぞれの取り組みを進めてい

る。

JR西日本と共に利用促進に向けた広域的な施策を構築

する必要がある。府県での取組について情報共有を行

う必要がある。
【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N
計

画

① 施策名 地域公共交通対策

事業№ 2112 事業名 関西本線電化促進

連携

市町村

伊賀市

○

笠置町 南山城村

事

業

名

伊賀市 関西本線電化促進経費、鉄道網整備促進経費

笠置町 関西本線電化促進経費、駅再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ経費

南山城村 駅舎活性化事業

山添村 ー

担当課 交通政策課 商工観光課 総務財政課 総務課

事業の

成果目標

新たな交流の創出や圏域外からの交流人口の増加を図

る。

事業概要

PLAN

関西本線のＩＣカード利用可能エリアが拡大されたこ

とを機に、さらなる利用促進に努めるとともに、駅舎

の再生利活用や列車の魅力づくり、着地型観光の振興

などについて鉄道事業者と連携して取り組みます。

【連携事業】

①整備促進団体の運営を通じた利用促進、整備促進の

ための各種施策実施

②駅舎等の再生利活用

○

政策№ （1） 公共交通

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 751 1,038 ー ー ー

R4年度 R5年度

山添村 0 ー ー ー ー

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

①関西本線の利用促進・利便性の向上に向

けて、JR西日本との意見交換会の実施、

JR西日本及び国に対しての要望活動を

行った。広報紙により南山城村単独の意見

交換も掲載し周知した。

・南山城村において、沿線ウォークイベン

トを実施し、各市町村の広報等により広く

周知し、沿線自治体内外から参加者が集ま

り地域資源の魅力発信を行った。

➁月ヶ瀬口駅の再生利活用について、次年

度の整備に向けた準備を行った。地域の

ニーズ把握のため、地元地区との協議の場

を設け、課題や要望を取り入れるよう検討

した。

③柘植駅において、地元地域と共に駅舎利

用及び駅周辺散策マップの看板を設置する

などの取組を行った。散策マップを基に地

元団体と共に駅周辺のウォーキングイベン

トを実施した、

④大河原駅において、南山城村村タクの運

用を中心とした公共交通の総合案内所(モ

ビリティセンター)として、駅舎の利活

用、利用促進、地域のコミュニティスペー

スとして観光案内を含め実施した。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 4,964 4,350 ー ー ー

笠置町 39 39

改善すべ

き点

沿線各駅での、ウォーキン

グイベントの実施につい

て、募集定員拡大（コロナ

前）の検討を行う。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

ＪＲ関西本線の利用促進に向

けた周辺整備に取組んだ。特

にJR柘植駅、大河原駅などの

駅舎利用の取組により、利用

者への案内機能などを強化す

ることができた。

評価

ＣＨＥＣＫ
Ａ

課題

（改善点）

ACTION

共通の目標に向け、それぞ

れの取り組みを進めてい

る。

JR西日本と共に利用促進

に向けた広域的な施策を構

築する必要がある。府県で

の取組について情報共有を

行う必要がある。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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第２期伊賀・山城南・東大和定住自立圏共生ビジョン事業計画・実績表

【連携事業】計画及び実績等

政策№ （1） 公共交通

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

計

画

山添村

○ ○

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N

① 施策名 地域公共交通対策

特記事項

今後、広域的な経路検索の充実が必要である。

また、圏域内での移動交通が不足しており、さらに強

化し地域に根差した交通体系の構築が必要と考える。

事業№

部会名 交通部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

2113 事業名 公共交通ネットワークの構築

連携

市町村

伊賀市 笠置町

事

業

名

伊賀市 バス等対策事業経費、交通計画推進事業

笠置町 バス運行事業（広域バス運行事業含む）

南山城村 バス管理事業、地域でつくり・支える公共交通システム整備事業

山添村 公共交通対策事業

【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

担当課 交通政策課 商工観光課 総務財政課 総務課

事業の

成果目標

幅広い年齢層の移動手段を容易にする。

事業概要

PLAN

ＪＲ関西本線、伊賀鉄道、各路線バス及びコミュニ

ティバス等を活用した、通勤、通学（特に府県をまた

ぐ高校通学の可能性）、買い物、通院に適したネット

ワークの構築を目指します。

【連携事業】

①圏域内住民への情報提供

○ ○

①圏域内住民への情報提供

・圏域内の移動やネット

ワーク構築に資する情報提

供のあり方について検討を

行う。

政策名

南山城村

ー ー

笠置町 5,142 1,339 ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 215,118 214,484 ー ー ー

R4年度 R5年度

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

交通会議等を通じて、圏域内

の交通ネットワーク構築や情

報提供のあり方について検討

を行った。

　関西本線利用促進の一環

で、相楽東部広域バスを「Ｊ

Ｒ関西本線サポートバス」と

称し連日運行とする実証運行

を行っている。また、広報紙

へのチラシ折込及びＨＰでの

周知、ＪＲ各駅におけるポス

ター掲示等により周知を行っ

た。

　南山城村で運行する村タク

の伊賀市への乗入の検討を行

い、それぞれの地域で住民代

表等が参画する公共交通会議

等で導入に向けて諸手続きを

進めた。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 7,918 8,001 ー

評価

ＣＨＥＣＫ
Ｂ

山添村 25,757 24,392 ー ー ー

課題

（改善点）

ACTION

今後、広域的な経路検索の

充実が必要である。

また、圏域内での移動交通

が不足しており、さらに強

化し地域に根差した交通体

系の構築が必要と考える。

令和５年度から実施する、

南山城村村タクの伊賀市乗

入による相互利用の普及啓

発

改善すべ

き点

令和５年度から実施する、

南山城村村タクの伊賀市乗

入による相互利用の普及啓

発

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

引き続き、乗換案内サイト

で経路等の検索が可能と

なっており、圏域内の乗り

換えが容易となっている。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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第２期伊賀・山城南・東大和定住自立圏共生ビジョン事業計画・実績表

【連携事業】計画及び実績等

特記事項

山添村

○ ○

部会名 広報・人材育成部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策名

・公式ホームページに連携

市町村の広報紙へのリンク

を貼る。

①広報作成等連携事業

・広報紙に情報交流のコー

ナーを設け、連携市町村の

記事を年間12回掲載す

る。

（広報いが、広報やまぞえ

は年間12回、広報れんけ

いは年間4回掲載し、掲載

がない月はチラシを配布す

る。）

・圏域住民が一体感を感じるように、イベント情報や

事業紹介だけではなく、企画モノの掲載を検討する。

そのためには、これまで以上に広報担当者同士の情報

共有やコミュニケーションを密にしていく必要があ

る。
【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N
計

画

① 施策名 地域情報の共有化の推進

事業№ 2211 事業名 広報誌連携

連携

市町村

伊賀市

○

笠置町 南山城村

事

業

名

伊賀市 広報作成等業務経費

笠置町 広報作成等業務経費

南山城村 広報発行事業

山添村 広報紙発行事業

担当課 秘書広報課 総務財政課 総務財政課 総務課

事業の

成果目標

連携市町村の取組みやイベントなどに興味・関心を持

ち、それぞれの住民による相互交流が促進される。

事業概要

PLAN

広報紙での連携市町村の情報交流を行います。

【連携事業】

①広報作成等連携事業

○

①各部会から広報紙への掲載依頼を受け、定住自立圏コーナーまたは個別の記事として広報紙に掲載する。

政策№ （２） ＩＣＴの活用

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 14,532 25,028 ー ー ー

R4年度 R5年度

山添村 3,055 2,456 ー ー ー

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

・情報交流コーナーの掲載

について担当者会議を行

い、圏域ニュースとして毎

月１回（年間12回）掲載

した。

（広報いが、広報やまぞえ

は年間12回、広報れんけ

いは年間4回掲載し、掲載

がない月はチラシを配布）

・年度末にも担当者会議を

開催し、翌年度の掲載につ

いて協議。次年度も継続し

て年間12回掲載すること

とした。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 686 1,237 ー ー ー

笠置町 485 693

改善すべ

き点

圏域住民の相互交流につな

がる情報発信を進めていく

必要がある。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

連携市町村の住民に、各市

町村のイベント情報等の周

知や、圏域住民が利用でき

る行政サービス等を周知す

ることができた。

評価

ＣＨＥＣＫ
Ａ

課題

（改善点）

ACTION

圏域住民が一体感を感じる

ように、イベント情報や事

業紹介だけではなく、企画

モノの掲載を検討する。そ

のためには、これまで以上

に広報担当者同士の情報共

有やコミュニケーションを

密にしていく必要がある。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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【連携事業】計画及び実績等

特記事項

山添村

○ ○

部会名 広報・人材育成部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策名

・公式ホームページで連携

市町村のイベント等の情報

を掲載（リンク）する。

①公式SNS連携事業

・「ウィークリー伊賀

市」で、定住自立圏を紹

介する番組を制作し、伊

賀市公式YouTube「忍者

市チャンネル」で公開す

る。

【継続】連携市町村から希望があれば掲載（シェア・

リンク）する方法では、効果が出ないため、定期的に

イベント等の情報を共有する方法を検討する必要があ

る。
【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N
計

画

① 施策名 地域情報の共有化の推進

事業№ 2212 事業名 ＳＮＳ等連携

連携

市町村

伊賀市

○

笠置町 南山城村

事

業

名

伊賀市 行政情報番組等管理経費

笠置町 笠置テレビ運営事業、ホームページ管理事業

南山城村 -

山添村 -

担当課 秘書広報課 総務財政課 総務財政課 総務課

事業の

成果目標

連携市町村の取組みやイベントなどに興味・関心を持

ち、それぞれの住民による相互交流が促進される。

事業概要

PLAN

SNSやホームページ、ケーブルテレビを活用し、活字

だけでなく動画も含め、圏域の情報を発信します。

【連携事業】

①公式SNS連携事業

②公式ホームページ連携事業

○

・SNSを利用した情報発

信に向けて検討する。

①各部会から「ウィークリー伊賀市」への放送依頼を受け、番組を制作し、伊賀市公式YouTube「忍者市チャンネル」で公開する。

政策№ （２） ＩＣＴの活用

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 49,936 46,127 ー ー ー

R4年度 R5年度

山添村 0 0 ー ー ー

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

・「ウィークリー伊賀市」

で放送した「特集　伊賀城

和定住自立圏の取り組み」

を、伊賀市公式YouTube

「忍者市チャンネル」で公

開した。また、それぞれの

市町村のホームページから

視聴できるようにリンクを

つけた。

・SNS等を活用した情報

交流について、担当者会議

で協議した。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 0 0 ー ー ー

笠置町 2,800 3,280

改善すべ

き点

SNSを活用して、イベン

ト等を情報発信する方法

（手順）を決めておく必要

がある。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

公式YouTube「特集　伊

賀城和定住自立圏の取り組

み」視聴回数：69回

（R5.5.17）

評価

ＣＨＥＣＫ
Ｂ

課題

（改善点）

ACTION

連携市町村から希望があれ

ば掲載する方法では、効果

が出ないため、定期的にイ

ベント等の情報を共有する

方法を検討する。

・連携記事を掲載した月は

SNSでも取り上げる。

・お知らせ・イベント情報

の共通様式を作成する。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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【連携事業】計画及び実績等

特記事項

山添村

○ ○

部会名 インフラ部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策名

圏域としての要望活動等も重要であるため、広域的な

道路行政の取組みとして、必要に応じ会議等を開催

し、情報交換や連携の強化を進めます。

【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N
計

画

① 施策名 広域幹線道路等の整備促進

事業№ 2311 事業名 道路整備

連携

市町村

伊賀市

○

笠置町 南山城村

事

業

名

伊賀市

笠置町

南山城村

山添村

担当課 建設管理課 建設産業課 建設環境課 農林建設課

事業の

成果目標

事業概要

PLAN

国道163号並びに名阪国道及び国道25号など、圏域市

町村が連携して国や府県へ要望等を行います。

○

・当事業については、必要に応じ取り組みを実施する。

政策№ （3） 交通インフラの整備

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 150 ー ー ー ー

R4年度 R5年度

山添村 30 ー ー ー ー

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 50 ー ー ー ー

笠置町 30 ー

改善すべ

き点

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

評価

ＣＨＥＣＫ

課題

（改善点）

ACTION

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

当事業は、必要に応じ取り組みを実施する。
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【連携事業】計画及び実績等

【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

部会名 産業振興部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策№ （4） 政策名 地産地消

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

① 施策名 地産地消の推進と販路拡大

事業№ 事業名
交流促進施設維持管理

（道の駅活用事業）

連携

市町村

伊賀市 笠置町 南山城村 山添村

○ ○

2411

○ ○
②特産品PR

・道の駅等が相互に情報共

有し、情報発信などで協力

し合えるよう働きかける。

①観光PR

・圏域内の道の駅等にお

いて相互にパンフレット

を置きPRを行う。

計

画

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N

特記事項

パンフレットの入れ替えの頻度をあげる。

母体となる市町村事業

担当課 商工労働課 商工観光課 産業観光課 農林建設課

事業の

成果目標

地域内外の消費を拡大し、地域産業の振興を図る。

事業概要

PLAN

道の駅等の利用者に対し、お互いの特産品の販売・Ｐ

Ｒ、観光等の地域情報の提供や、圏域外への共同出展

などにより、地域産業の振興を図ります。

【連携事業】

①観光PR

②特産品PR

事

業

名

伊賀市 交流促進施設維持管理事業

笠置町 ー

南山城村 道の駅管理事業

山添村 直売書（花香房）維持管理事業

ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 12,389 12,496 ー ー ー

R4年度 R5年度

実績

(実施内容)

DO

観光や特産品のパンフレッ

ト等を道の駅等の施設に相

互に設置し、情報の相互発

信を進めた。

事

業

費

(

千

円

)

南山城村 17,368 14,548 ー

評価

ＣＨＥＣＫ
Ｂ

ー ー

笠置町 0 0 ー ー

山添村 1,076 1,300 ー ー ー

課題

（改善点）

ACTION

設置しているパンフレット

をリニューアルした際、ま

た無くなった際は、連携市

町村と連絡を取り合い、旬

の情報が発信できるよう入

れ替えの頻度をあげる。

改善すべ

き点

設置しているパンフレット

をリニューアルした際、ま

た無くなった際に頻繁に補

充が出来ておらず、情報も

古くなっている。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

それぞれの施設にパンフ

レットを設置しあい、短期

間で無くなる等、連携市町

村の情報発信につながって

いる。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

特記事項

山添村

○ ○

部会名 交流部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策名

②移住者交流会等の開催

・圏域全体での移住者交流

会開催に向けた企画調整

・伊賀市移住者交流会への

参加調整

・移住コーディネーター等

の交流による情報交換

①情報発信事業

・道の駅などへ、移住ガイ

ドブックやチラシを配置す

るため設置箇所を調整

・圏域全体の情報について

周知できるラック等の設置

の検討

･移住ガイドブックやチラ

シの配置について検討

各自治体のホームページでのバナーの見せ方、その内

容について継続して検討していく。

･移住ガイドブックやチラ

シの配置

･移住ガイドブックやチラ

シの配置

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N

① 施策名 移住・交流施策の推進

事業№ 2511 事業名 移住・交流

連携

市町村

伊賀市

○

笠置町 南山城村

事

業

名

伊賀市 移住・交流推進事業

笠置町 ホームページ関連事業

南山城村 移住定住推進事業

山添村 移住・交流推進事業

担当課 地域創生課 商工観光課 産業観光課 地域振興課

事業の

成果目標

笠置町・南山城村・山添村・伊賀市を訪れた人、また

各自治体のホームページを閲覧した人が圏域内の移住

情報を得ることができる。各自治体単独で情報発信す

るよりも移住先の条件など選択肢が広がり、圏域内に

関心を持つ人の増加が期待できる。

事業概要

PLAN

道の駅などに連携市町村の移住ガイドブックやチラシ

を配置するとともに、移住情報サイトに連携市町村の

バナーを設けるなど、相互に連携し移住希望者への

PR・情報発信を行います。

圏域全体で移住者情報を集約し、移住交流通信等によ

り圏域内外へ発信するとともに、移住者交流会を開催

するなど、移住者と地域住民の圏域間での交流を深め

ます。

【連携事業】

①情報発信事業

②移住者交流会等の開催

③地域おこし協力隊交流会の開催

○

③地域おこし協力隊交流会

の開催

・圏域における交流会の企

画調整

・協力隊の不在の団体もあ

るが、交流会等により協力

隊の活動内容の情報交換を

行うことで協力隊の活用方

策の検討

政策№ （5） 地域内外の住民との交流

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

計

画

伊賀市 39,976 47,201 ー ー ー

R4年度 R5年度

ー

568 568 ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

①移住ガイドフック、チラシ等

の配置箇所を随時増加してい

る。

各町村のガイドブックを伊賀市

が参加する相談会時に配置し案

内を行っている。

周知方法：HP、広報、SNS

②圏域での移住者交流会を開催

した。

※山添村の移住者1名が参加

南山城村、笠置町村の方は不参

加

・移住コーディネートの情報交

換会を開催した。

③協力隊のみの交流会は開催出

来なかった。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 17,007 14,186 ー ー ー

笠置町

評価

ＣＨＥＣＫ
Ｂ

山添村 10,873 10,750 ー ー

・発信する情報は毎年度点検し改訂する。

・①情報発信事業におけるラック設置については、移住情報だけではなく圏域情報全体を集約できるものを検

討する。

課題

（改善点）

ACTION

交流会の案内を早期に行う

ことで、参加者の日程を調

整しやすくする。

改善すべ

き点

全自治体の移住者が参加し

やすい体制を整える。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

開催初年度で伊賀市以外の

参加は１名ではあったが、

移住者同士の交流の機会を

提供できた。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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評価

ＣＨＥＣＫ
Ｃ

課題

（改善点）

ACTION

各市町村でバーナー以外で

連携できる項目に関して更

なる検討を行う。

※定住自立圏域での連携し

たサイトの立ち上げなど

改善すべ

き点

相互連携について、具現化

する必要が有るが、更なる

検討が必要

・バーナーについては早急

に取り組む必要が有る。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

１年目として各市町村の現

状確認ができ今度の取組み

方法について検討できた。

山添村 17,610 30,110 ー ー ー

1,217,515 1,171,790 ー ー ー

R4年度 R5年度

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

①定住自立圏での連携商品

の開発について検討を行っ

た。

・ホームページの連携につ

いては未対応

・定住自立圏でのふるさと

納税のサイトの立ち上げつ

いて検討を行った。

・SNSを利用した関係人

口創出に向けて検討をおこ

なった。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 9,920 13,102 ー ー ー

笠置町 701 1,129 ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市

事

業

名

伊賀市 シティプロモーション推進事業

笠置町 ふるさと納税事業

南山城村

計

画

関係人口創出に向け、伊賀市が取り組んでいるＳＮＳを活用したにファンクラブサイトを活用し、圏域全体のふるさと納税返礼品情報

や、行政情報発信サイトにすることにより、情報の相互連携することからそれぞれの圏域の関係人口へのプロモーションサイトとして運

営を企画検討する。

担当課 地域創生課 商工観光課 企画政策課 地域振興課

事業の

成果目標

ふるさと納税を通じて圏域の魅力を相互に発信するこ

とにより、ふるさと納税寄附件数の増加させるととも

に、新たな圏域ファン（関係人口）を創出する。

事業概要

PLAN

ふるさと納税などの取組を通じ、圏域の魅力を相互に

発信し、新たな圏域ファン（関係人口）を創出しま

す。

【連携事業】

①ふるさと納税

○ ○

①ふるさと納税

・連携市町村間での連携に

向けた共同研究

・ホームページ等での相互

連携による情報発信

・SNSの相互連携等、ふ

るさと納税を通じた関係人

口創出に向けた企画検討

新規事業

【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

特記事項

① 施策名 移住・交流施策の推進

○

ふるさと納税推進事業

山添村 ふるさと応援寄附金事業

①ふるさと納税

・連携市町村間での連携に

向けた共同研究

・ホームページ等での相互

連携による情報発信

※相互にバーナー等を設置

する。

・SNSの相互連携等、ふ

るさと納税を通じた関係人

口創出に向けた企画検討

山添村

○

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N

事業№ 2512 事業名 関係人口創出

連携

市町村

伊賀市

政策№ （5） 政策名 地域内外の住民との交流

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

笠置町 南山城村

部会名 交流部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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特記事項

山添村

○ ○

部会名 交流部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策名

②ホームページ空き家情報

の共同掲載

・物件情報共同掲載に向け

ての準備（制度設計、課題

の抽出等）

※市町村間で制度が異なる

ため、利用者が混乱しない

内容にする必要がある。

・段階的に圏域内物件情報

掲載開始

①空き家バンク事業の情

報共有

・圏域内空き家バンク取

り組み状況の現状や課題

の共有を行う。

まずは調整会議を行い、市町村の取組み状況や課題を

把握した上で、今後圏域として取り組むべき具体的事

項を検討したい。

各市町村担当者間で取次・情報共有できる体制づくり

が必要。
【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N
計

画

② 施策名 空き家の利活用

事業№ 2521 事業名 空き家等対策

連携

市町村

伊賀市

○

笠置町 南山城村

事

業

名

伊賀市 空き家等対策推進事業経費

笠置町 移住促進事業

南山城村 地方創生加速化交付金事業

山添村 空き家総合対策事業

担当課 住宅課 商工観光課 産業観光課 地域振興課

事業の

成果目標

笠置町・南山城村・山添村・伊賀市の空き家バンク

ホームページを閲覧した人が圏域の空き家情報を得る

ことができ、共同で情報発信することで、選択肢が広

がり、圏域での空き家バンク利用者の増加が期待でき

ます。

事業概要

PLAN

連携市町村が連携し、空き家の利活用についてＰＲす

るとともに、双方の空き家バンクに圏域内の空き家情

報を掲載します。

【連携事業】

①空き家バンク事業の情報共有

②ホームページ空き家情報の共同掲載

○

政策№ （5） 地域内外の住民との交流

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 38,640 18,858 ー ー ー

R4年度 R5年度

山添村 20,779 17,352 ー ー ー

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

①9月に伊賀市が圏域市町

村を訪問し、空き家バンク

事業の情報共有や次年度取

組み内容の協議を行った。

②12月には圏域での情報

発信の手法を検討するため

交流部会を開催した。

次年度以降の圏域の情報発

信については、課題等整理

のうえ継続して検討してい

くこととした。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 3,030 2,985 ー ー ー

笠置町 6,300 6,200

改善すべ

き点

ホームページによる情報発

信については、範囲や方法

など整理する必要がある。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

交流部会を開催し、圏域市

町村の取組みや課題を共有

することができた。

評価

ＣＨＥＣＫ
Ｄ

課題

（改善点）

ACTION

圏域全体で事業をPRする

ことについては、市町村で

制度が異なっていることか

ら利用者が混乱しない内容

にするとともに移住事業と

の調整も必要である。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N

特記事項

政策名

部会名 交流部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策№ （5） 地域内外の住民との交流

施策№

分野№ 2 分野名

【スポーツ施設】

（事業NO.1322再掲）

スポーツ施設の相互利用に向け条件等をどのように整

理するか検討を要する。また料金設定を行うのであれ

ば、市内料金とするのか、新たに設定するか（構成市

町村に無い施設のみとするか）等の線引きが必要。

【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

結びつきやネットワークの強化に係

る分野

計

画

③ 施策名 公共施設の相互利用

事業№ 2531 事業名 公共施設の相互利用

連携

市町村

伊賀市 笠置町 南山城村 山添村

○ ○

①スポーツ施設の相互利用

　・相互利用による利用料

などの協議

・相互利用による利用料な

どの協議

・相互利用による利用料な

どの協議

・相互利用による利用料な

どの協議

担当課
総合政策課

各施設担当

総務財政課

各施設担当

財産施設課

各施設担当

総務課

各施設担当

事業の

成果目標

連携市町村の施設を相互利用することで、圏域住民の

利便性を向上させる。

事業概要

PLAN

連携市町村の各公共施設について、圏域地域住民が相

互に利用し合える体制・システムをつくります。

【連携事業】

①公共施設の相互利用

○ ○

①公共施設の相互利用

・第１期で洗い出した対象

施設のフォローアップ及び

可能性調査

・調査結果により、具体的

検討（相互利用開始時期、

利用方法等）を実施。

・第１期で洗い出した対象

施設のフォローアップ及び

可能性調査

・調査結果により、具体的

検討（相互利用開始時期、

利用方法等）を実施。

・必要に応じて、他事業と

連携の上、検討を進める。

・他事業と連携のうえ、検討を進める。（事業NO.1321文化・芸術振興、NO.1322スポーツ振興等）

・圏域で保有する公有資産の有効活用を通じて、住み続けられるまちづくりに取り組む。

・スポーツ施設利用における利便性向上のため、相互に情報共有を行う。

【DX・SDGsの視点】

・SNSなどを活用し簡易に広く情報を伝えるとともに、SDGsの認知度向上とスポーツの価値の向上に取り組む。

・公共施設の管理手法について、DXの視点を取り入れる等検討を進める。

事

業

名

伊賀市 体育施設管理運営経費

笠置町

南山城村

山添村 体育施設費

ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 153,881 155,954 ー ー ー

R4年度 R5年度

山添村 2,000 2,000 ー ー ー

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

①公共施設の相互利用

・第１期で洗い出した対象

施設のフォローアップ及び

可能性調査が未実施であっ

た。

①スポーツ施設の相互利用

（事業№1322再掲）

・協議前にあたり、利用者

数などの基礎資料の収集を

行った。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 0 ー ー ー ー

笠置町 0 ー

改善すべ

き点

①公共施設の相互利用

・第１期で洗い出した対象施設

のフォローアップ及び可能性調

査の実施

①スポーツ施設の相互利用

（事業№1322再掲）

・連携市町村の施設を相互利用

使用するにあたり、市外利用者

の料金設定について、他の例も

参考に例規の検討が必要

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

評価

ＣＨＥＣＫ
Ｄ

課題

（改善点）

ACTION

①公共施設の相互利用

・第１期で洗い出した対象施設（H29

年11月）から現状の施設に修正した上

で、フォローアップ及び可能性調査を

実施する。

・引き続き公共施設の管理手法につい

て、DXの視点を取り入れる等検討を進

める。

①スポーツ施設（事業№1322再掲）

スポーツ施設の相互利用に向け条件等

をどのように整理するか検討を要す

る。また料金設定を行うのであれば市

内料金とするのか、新たに設定するか

等の線引きが必要。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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特記事項

山添村

○ ○

部会名 交流部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

政策名

②若者世代の交流

・圏域内における若者世代

の交流に向けた企画調整

②若者世代の交流

・圏域内における若者世代

の交流に向けた企画調整

①N-1グランプリ

・エントリー団体の募集

・圏域でのパネル展示

・交流会の開催

①N-1グランプリ

・エントリー団体の募集

・圏域でのパネル展示

・交流会の開催

広報の連携記事（圏域ニュース）等、さまざまな媒体

を活用し、圏域住民に事業を知ってもらえるよう周知

を図り、事業の活性化につなげ、圏域住民の交流を促

進していく。
【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

①住民活動団体 事例発

表・意見交換会

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N
計

画

④ 施策名
交流拠点施設の活用などによる地域

間交流

事業№ 2541 事業名 地域間交流

連携

市町村

伊賀市

○

笠置町 南山城村

事

業

名

伊賀市 地方創生推進事業

笠置町 交流事業

南山城村 企画推進事業

山添村 地域づくり事業

②若者世代の交流

・圏域内における若者世代

交流会の開催
担当課

住民自治推進課

地域創生課

総合政策課

各施設担当課

総務財政課

各施設担当

企画政策課

各施設担当

地域振興課

各施設担当

事業の

成果目標

構成市町村や事業者、団体等が交流することで、互い

の結びつきを強化し、圏域全体の活力を創出する。

事業概要

PLAN

Ｎ-１グランプリにおいて、各市町村の団体に広く周知

し参加に繋げ、住民による持続可能な地域づくりを進

めます。

圏域の将来を担う若者世代の交流を進めます。

【連携事業】

①N-1グランプリ

②若者世代の交流

⓷エリアプライド（圏域の誇り・自尊心）の醸成

○

⓷エリアプライド（圏域の

誇り・自尊心）の醸成

・こどもたちのエリアプラ

イドの醸成に向けた交流事

業（新規事業）の検討

⓷エリアプライド（圏域の

誇り・自尊心）の醸成

・こどもたちのエリアプラ

イドの醸成に向けた交流事

業（空からの圏域見学体験

事業）の実施、今後の事業

展開を見据えた効果検証の

実施

政策№ （5） 地域内外の住民との交流

施策№

分野№ 2 分野名
結びつきやネットワークの強化に係

る分野

ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 4,739 3,348 ー ー ー

R4年度 R5年度

山添村 1,050 2,050 ー ー ー

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

①N-1グランプリ

・エントリー数：15

（内訳：伊賀市10、笠置町1、南

山城村1、山添村3）

〇周知あり

　方法：ＨＰ、広報誌

・各市町村でパネル展示及びグラ

ンプリ投票（10月１日～11月15

日）

〇周知あり

　方法：ＨＰ、広報誌

・表彰式、交流会（1月27日）

〇周知あり

　方法：ＨＰ、広報誌

②若者世代の交流

伊賀市の若者会議に関して情報の

共有を行った。

➂エリアプライド（圏域の誇り・

自尊心）の醸成

「空からの圏域見学体験事業」の

事業化に向け、構成自治体間で協

議を行った。

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 65 34 ー ー ー

笠置町 10 0

改善すべ

き点

①N-1グランプリ

活動団体の周知にとどまらず、団体同士の繋

がりにつなげていく必要がある。

②若者世代の交流

各市町村において取組み内容にについて更な

る情報共有が必要。

⓷エリアプライド（圏域の誇り・自尊心）の

醸成

次年度以降の事業展開に向け、事業規模や手

法等について課題がある。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

①N-1グランプリ

住民活動団体の取り組みを圏域内の住民に広く

知ってもらうことができた。

②若者世代の交流

各市町村の現状把握ができた。

⓷エリアプライド（圏域の誇り・自尊心）の醸成

次年度は伊賀市の新規事業（定住自立圏推進事

業）として圏域のこどもたちを対象に取り組むこ

ととなった。

評価

ＣＨＥＣＫ
Ｂ

課題

（改善点）

ACTION

①N-1グランプリ

交流会等を通じて、団体間の新

たな繋がりにより、住民活動の

機運を更に高めていく。

②若者世代の交流

伊賀市の取組みについて、情報

発信を行い、全市町村の施策に

するべきかの継続的な検討が必

要。

➂エリアプライド（圏域の誇

り・自尊心）の醸成

課題を検討し、事業実施にあ

たっては、今後の事業展開を見

据えた効果検証を行う。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

34



第２期伊賀・山城南・東大和定住自立圏共生ビジョン事業計画・実績表

【連携事業】計画及び実績等

②研修開催にあたっては、オンライン手法を取り入れ、参加機会の確保に努める。

部会名 広報・人材育成部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

担当課 人事課ほか 総務財政課 総務財政課 総務課

3111 事業名 職員合同研修

連携

市町村

伊賀市

事業の

成果目標

計

画

① 施策名 圏域内職員の人材育成

事業№

○ ○

圏域内職員の資質向上及び政策形成能力及びマネジメ

ント能力等の開発を図るとともに、地域社会における

人権教育・人権啓発の実践的リーダーの役割を担える

職員を養成する。また、研修の合同開催により、職員

間の交流・連携を深める。

政策№ （1） 政策名 人材育成・交流

施策№

昨年度同様対面式の研修ではなかったため、事業の成

果目標の1つである、研修の合同開催による職員間の交

流・連携を深めることはできなかった。非対面方式で

の研修が増加するなか、実施すべき研修の内容や実施

方法について検討したい。

また、圏域全体での連携意識向上に向けて、圏域で実

施する研修会等について、デジタル技術も活用する等

し、開催のあり方を検討する。

【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION
実績

(実施内容)

DO

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N

特記事項

笠置町 南山城村 山添村

○ ○

事業概要

PLAN

目的に合致する研修への参加対象を圏域全体の職員に

拡大し、職務に役立つ有意義な研修への参加の機会を

増やすことにより知識、見識を広め、職務遂行能力を

向上させます。また、同和問題をはじめとするあらゆ

る人権課題の解決に向け、地域社会における「身近な

市民の指導者」として人権教育・人権啓発の実践的

リーダーの役割を担える職員を育成します。

【連携事業】

①人権教育・人権啓発の実践的リーダーの育成

②職務に役立つ有意義な研修への参加

母体となる市町村事業

3 分野名
圏域マネジメント能力の強化に係る

分野

事

業

名

伊賀市 職員研修事業、人権・同和研修事業

笠置町

分野№

事

業

費
(

千

円

)

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

笠置町 600 661 ー ー

南山城村

R8年度

伊賀市

南山城村

山添村

評価

ＣＨＥＣＫ
Ｃ

①伊賀市主催の人権・同和

問題研修については、コロ

ナ禍での実施のため、講義

内容を事前収録したものを

視聴する形での研修参加の

案内をしたが、連携町村か

らの参加希望はなかった。

山添村 700 700 ー ー ー

361 360 ー ー ー

3,311 3,663 ー ー ー

ー

課題

（改善点）

ACTION

研修内容の充実を図り、参

加しやすい環境（開催時

期、手法等）を整える。

　

改善すべ

き点

積極的に参加が促進される

よう、内容や手法等で工夫

を凝らす必要がある。

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

①人権教育・人権啓発の実

践的リーダーの育成

・人権･同和問題に係る伊賀

市の研修に両町村職員が参

加し、地域社会における

「身近な市民の指導者」と

して人権教育・人権啓発の

実践的リーダーの役割を担

える職員を養成する。

開催時期：８月～11月

②職務に役立つ有意義な研

修への参加

・圏域マネジメント能力強

化を図るための各種研修の

相互利用。

・担当者研修会の開催のあ

り方を見直すとともに、必

要に応じて実施。

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施
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【連携事業】計画及び実績等

政策№ （２） 外部からの人材確保

施策№

分野№ 3 分野名
圏域マネジメント能力の強化に係る

分野

計

画

山添村

○ ○

(

実

施

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

)

P

L

A

N

① 施策名専門的な知識経験を有する人材の確保

特記事項

―

事業№

部会名 広報・人材育成部会 年度 2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 2025（R7）年度 2026（R8）年度

3211 事業名 外部からの人材招聘

連携

市町村

伊賀市 笠置町

事

業

名

伊賀市 ―

笠置町 ―

南山城村 ―

山添村 ―

【参考】

第１期

課題

(改善点)

ACTION

担当課
総合政策課

人事課
総務財政課 総務財政課 総務課

事業の

成果目標

圏域共通の政策課題について、より効果的に広域的な

施策展開を図り、圏域内の連携を深めあうことを目指

します。

事業概要

PLAN

専門知識を有する人材の情報を集め、マネジメント技

術等を習得します。また共通の政策課題の検討や職員

の意識共有を含めた仕組みづくりを検討し実施につな

げます。

○ ○

・当事業については、各施策分野における連携事業の実施にあたり専門的知識等を要する場合、各部会からの依頼に基づき人材育成部会

と調整のうえ、外部人材の招聘を検討する。

・住み良い圏域をめざし、圏域共通の政策課題解決に取り組む。

政策名

南山城村

ー ー

笠置町 0 ー ー ー ー

R6年度 R7年度 R8年度

伊賀市 0 ー ー ー ー

R4年度 R5年度

母体となる市町村事業

実績

(実施内容)

DO

事

業

費
(

千

円

)

南山城村 0 ー ー

評価

ＣＨＥＣＫ

山添村 0 ー ー ー ー

課題

（改善点）

ACTION

改善すべ

き点

コ

メ

ン

ト

効果が出

ている点

★事業の成果目標に対する効果（5段階評価）

Ａ：効果が出ている

Ｂ：効果は出ているが、改善の余地がある

Ｃ：効果が出ていない

Ｄ：事業実施に向け取組んでいる

Ｅ：事業未実施

当事業は、必要に応じ取り組みを実施する。
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